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ドイツ売買法における追完制度について
――法と経済学の視点から――










ることができる (ドイツ民法 437 条 1 号、439 条 1 項。ドイツ民法につい
ては、以下、BGB と表記する)。追完請求権とは、具体的には、買主が、
売主に対し、瑕疵ある物の修補を請求し、または、瑕疵のない新たな代替
物の引渡しを求める権利をいう (BGB439 条 1 項)。この買主の法的救済
手段は、2001 年 11 月 26 日のドイツ債務法現代化法で新たに導入された。


















( 1 ) 拙稿「ドイツ売買法における売主の瑕疵担保責任に関する一考察 ――債
務法改正から 10 年を経て――」産大法学 47 巻 2 号 (2013 年) 1 頁、特に
72 頁以下 (第三章「追完」) を参照されたい。
( 2 ) 消費用動産売買指令 (消費用動産売買およびそれに付随する保証の一定の
側面に関する 1999 年 5 月 25 日の欧州議会および理事会指令 (Directive
1999/44/EC)) が公布されて以降、瑕疵担保責任制度の経済分析が積極的に
行われている。Vgl. Juergen Noll, Does One Size Fit All? A Note on the
Harmonization of NationalWarranty Law as a Tool of Consumer Protection,
European Journal of Law and Economics, 16 : 219-231. ; Thomas Eger, Einige
ökonomische Aspekte der Europäischen Verbrauchsgüterkauf-Richtlinie und
ihrer Umsetzung in deutsches Recht, in : Hans-Bernd Schäfer, Hans Jürgen
Lwowski (Hrsg.) : Konsequenzen wirtschaftsrechtlicher Normen, FS für
Claus Otto zum 65. Geburtstag (2002) S. 183. ; Thomas Wein, Das neue
Gewährleistungsrecht aus ökonomischer Sicht, WiSt 2002, 477. ; Roland
Kirstein und Hans-Bernd Schäfer, Erzeugt der Europäische Verbrau-
cherschutz Marktversagen? Eine informationsökonomische und empirische












常木淳『法と経済学』(有斐閣、2008 年) 47 頁も参照。
212 (627)
2 追完制度の概要
ドイツ売買法の規定は、債務法現代化法 (2001 年 11 月 26 日公布、
2002 年 1 月 1 日施行) によって抜本的に改正された。新債務法における
大きな改正点として、売主の「瑕疵なき物の給付義務」が明文化されたこ
と (BGB433 条 1 項 2文)、それに伴い、買主の「追完請求権」が導入さ










1 第 439 条による追完請求権
2 第 440 条、第 280 条および第 326 条 5 項による解除権または第 441
条による代金減額権

























給付義務」が規定され (BGB433 条 1 項 2文)、それとともに、売主がか
かる給付義務に違反した場合における買主の追完請求権が認められること
となった (BGB437 条 1 号、439 条 1 項)。









裏側からみれば、売主の「追完権 (Recht zur Nacherfüllung)」が認めら
214 (625)
れたことを意味する。















































( 1 ) 債務者が履行期にある給付を提供せず又は義務付けられたとおりに提
供しないときは、債権者は、債務者に対し、履行又は追完のための相当










( 1 ) 買主は、解除に代えて、売主に対する意思表示によって売買代金を減
額することができる。第 323 条第 5項第 2文の排除原因の適用はない。
( 4 ) Vgl. Bitter/Meidt, ZIP 2001, 2114, 2121. ; 絶対的過分に関する事例で、連邦
通常裁判所は、Bitter/Meidt の基準に依拠している。同裁判所によると、
この基準は、絶対的な基準ではないが、「一つの大まかな基準として取っ掛
りの手がかりになる」という (Vgl. BGH, NJW 2009, 1660, Rn. 15.)。
( 5 ) Vgl. EuGH, Urteil v. 16. 6. 2011, verbundene Rs. C-65/09 und C-87/09
(Weber und Putz). =NJW 2011, 2269. ; BGH, NJW 2012, 1073.
( 6 ) Vgl. EuGH, Urteil v. 17. 4. 2008, Rs. C-404/06 (Quelle). =NJW 2008, 1433. ;
BGH, NJW 2009, 427.
( 7 ) BGB474 条 2 項「本節で規律する売買契約については、使用利益の返還又
はその価値賠償をする必要はないという趣旨で第 439 条 4 項を適用しなけれ
216 (623)
ばならない。第 445 条及び第 447 条は適用されない。」
3 追完制度の分析
(1) 追完制度の経済的機能






















































































( 8 ) 追完の優先に関する経済分析については、 Thomas Eger, Einige ökonomi-
sche Aspekte der Europäischen Verbrauchsgüterkauf-Richtlinie und ihrer
Umsetzung in deutsches Recht, German Working Papers in Law and
Economics (2002), S. 2, 25. ; Michael Riha, Ökonomische Analyse des
Sachmängelgewährleistungsrechts des BGB, (2007), S. 193 ff.
( 9 ) 立法者は、「瑕疵のない物を引き渡すという売買契約上の義務に違反した
のが売主」である以上、「いかなる方法で瑕疵のない物の引渡しという契約
内容を達成できるかについて、まず買主に決定を委ねるのが正当である。」
と述べている (vgl. BT-Drucks. 14/6040 S. 231.)。
(10) Vgl. Eger, (Fn. 8), S. 2, 25. ; Riha, (Fn. 8), S. 196 ff.
219(620)
(11) 【BGB635 条】(追完)
( 1 ) 注文者が追完を請求する場合、事業者は自らの選択に基づき瑕疵を除
去し又は新たな仕事をすることができる。
(12) 消費用動産売買指令の適切な国内法化の義務は、原則として消費用動産売





選択権は「買主」にある (BGB439 条 1 項)。






における代物給付の可否が問題となった連邦通常裁判所 2006 年 6 月 7 日
判決、②買主による追完の自己実施の可否が問題となった連邦通常裁判所
2005 年 2 月 23 日判決、および、③売主の追完義務の範囲が問題となった
欧州司法裁判所 2011 年 6 月 16 日判決である (連邦通常裁判所については、
以下、BGHと表記する。)。分析の視点として、本稿ではとりわけ「事前」





















BGB433 条 1 項 2文で瑕疵なき物の給付義務が明文化されたことに伴い、
売主が瑕疵ある物
(15)



































































































































































告 (買主) の請求を認容したが、これに対して被告 (売主) が、かかる費
用の負担義務はない ――瑕疵ある物の取外しは売主の追完義務の内容に
含まれない―― として上告した。BGHは買主の追完請求権を規定する
BGB439 条 1 項および売主の追完費用の負担義務を規定する BGB439 条 2
項から売主の取外し義務を導くことはできないが、消費用動産売買指令
(3 条 2 項、3項 3文) の解釈によってはそれが肯定される可能性があると
判示し、同指令の解釈問題について欧州司法裁判所へ先決裁定 (EC 条約
234 条〔現EU機能条約 267 条〕) を求める決定を行った
(33)
。











いうように指令第 3条第 2項および第 3項を解釈すべきである。」という。
(ⅲ) 判例の分析
追完の範囲に関するヴェーバー・プッツ判決は、――ローレンツ教授

































































(14) Vgl. BGHZ 168, 64. = NJW 2006, 2839. ; LG Ellwangen, NJW 2003, 517. ;
OLG Braunschweig, NJW 2003, 1053.
(15) 事例のような「事故車」は、一般に「瑕疵」があるとされる (BGH, NJW
2008, 53.)。
(16) Vgl. BT-Drucks. 14./6040., S. 209., 232.
(17) Vgl. Claus-Wilhelm Canaris, Die Nacherfüllung durch Lieferung einer
mangelfreien Sache beim Stückkauf, JZ 2003, 831 ff. ; ders., in : Egon Lorenz
(Hrsg.) Karlsruher Forum 2002 : Schuldrechtsmodernisierung, (2003) S. 79




否定されている (BGHZ 168, 64. = NJW 2006, 2839.)。
(19) Vgl. Riha, (Fn. 8), S. 199 ff. ; Tobias Tröger, Nacherfüllung beim
Stückkauf : Ineffiziente Systemwidrigkeit oder adäquate gesetzgeberische






(21) Vgl. BGHZ 162, 219. = NJW 2005, 1348.
(22) Vgl. BGHZ 162, 219. = NJW 2005, 1348.
(23) 【BGB326 条】(給付義務が排除された場合の反対給付からの解放及び解
除)







(24) Vgl. Stephan Lorenz, Selbstvornahme derMängelbeseitigung imKaufrecht,
NJW 2003, 1417 ff.
(25) 【BGB275 条】(給付義務の排除)




( 4 ) この条に基づき反対給付をする義務がないにもかかわらずそれをした
ときは、第 346 条から第 348 条までにより給付をしたものの返還を請求
することができる。
(27) Vgl. Riha, (Fn. 8), S. 234 f.
(28) Vgl. EuGH, Urteil v. 16. 6. 2011, verbundene Rs. C-65/09 und C-87/09
(Weber und Putz)= NJW 2011, 2269.
(29) BGHZ 177, 224. = NJW 2008, 2837. : 本判決については、拙稿「ドイツ売
買法における追完の範囲をめぐる問題」同志社法学 61 巻 7 号 (2010 年)
216-219 頁を参照されたい。




(31) Vgl. BGH, NJW 2009, 1660. : 本件については、拙稿・前掲注 (29) 219-226
頁を参照されたい。
(32) OLG Frankfurt am Main, OLGR 2008, 325 ff. = ZGS 2008, 315 ff.
(33) その後、ショルンドルフ区裁判所が、BGH決定とは独立して売主の「取
付け」義務および「取外し」義務の問題について先決裁定を求めたことから
(AG Schorndorf, Entscheidung vom 25. 2. 2009., 2 C 818/08.)、欧州司法裁判
229(610)
所において 2つの事件が共同審理された。
(34) EuGH, NJW 2011, 2269. ; 本判決については、拙稿「消費者売買における追
完の範囲と限界をめぐる問題 ―― 欧州司法裁判所 2011 年 6 月 16 日判決を
中心に」中田邦博=鹿野菜穂子=松本克美編『消費者法と民法 ―― 長尾治
助先生追悼論文集』(法律文化社、2013 年) 141 頁を参照されたい。
(35) Vgl. Stephan Lorenz, Ein-undAusbauverpflichtung des Verkäufers bei der
kaufrechtlichen Nacherfüllung-Ein Paukenschlag aus Luxemburg und seine
Folgen, NJW 2011, 2241.
(36) Vgl. Lorenz, NJW 2011, 2241, 2243.












るであろうことを指摘する、MoritzWargalla, Das Nacherfüllungsregime im
Kaufrecht institutionenökonomisch Analysiert, HFR 2013, Beitrag 1, S. 1 ff.を
参照。
(39) 【BGB478 条】(事業者の求償)





( 2 ) 新規製造物の売却において消費者により主張された瑕疵が、すでに売
主である事業者に危険が移転した時に存在していたときは、当該事業者
は、第 439 条第 2 項に基づき消費者との関係において当該事業者が負担
した費用の償還を、自己への供給者に対して請求することができる。
(40) 連邦司法省改正草案第 474a 条 (追完に関する特別規定)
( 1 ) 買主が購入物をその種類及び使用目的に従い他の物へ取り付けた場合、







頁) (last visited 30. 11. 2013)。
この規定は BGB474 条以下の消費者売買に関する特則として位置づけら
れることが予定されており、立法化されれば、強行規定になる (BGB475
条 1 項および 2項)。




(die adverse Effekte)」を生じさせていると指摘する。Vgl. Hans-Bernd
Schäfer, Grenzen des Verbraucherschutzes und adverse Effekte des Europä-
ischen Verbraucherrechts, in : Stefan Grundmann (Hrsg.), Systembildung




度 (BGB439 条) は、改正前の売買法と比べて、効率性を改善させる制度
であることが明らかとなった。そして、この制度は、契約の尊重 (favor
contractus) という法律学の伝統的考え方とも調和する。一方、追完方法

























1 号 (2013 年) 1-69 頁に接した。
232 (607)
